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衆議院総務委員会ニュース

平成 21.2.24 第 171 回国会第４号

2月 24日（火）、第 4回の委員会が開かれました。

１ 行政機構及びその運営、公務員の制度及び給与並びに恩給、地方自治及び地方税財政、情報通信及び電波、郵政事

業並びに消防に関する件

・鳩山総務大臣及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行いました。

（参考人）日本郵政株式会社取締役兼代表執行役社長 西 川 善 文君

日本郵政株式会社専務執行役 米 澤 友 宏君

日本郵政株式会社常務執行役 藤 本 栄 助君

（質疑者及び主な質疑内容）

松 野 頼 久君（民主）

・旧日本郵政公社（以下「公社」という。）が一括して売

却した資産のうち日本郵政株式会社（以下「日本郵政」

という。）が提出した売却先と登記簿上における公社か

らの所有権移転先が違っているものがあるのはなぜか。

・資産の一括売却の入札に当たり入札参加者から資金証明

や買付証明の提出を求めなかった理由について伺いたい。

・現在認可されている日本郵政の事業計画では「かんぽの

宿」を平成20年度中に売却することになっているが、売

却が白紙撤回されたことにより、計画変更の必要がある

のか伺いたい。

小 平 忠 正君（民主）

・現在国が全株所有している日本郵政の株式について、売

却を凍結すべきと考えるが、大臣はどのように認識して

いるか。

・夕張市において財政再建計画に基づく債務の償還を優先

することにより住民サービスが低下しているが、住民サ

ービスの低下がどこまで許されるかを含め、大臣の見解

を伺いたい。

・公立病院の経営安定のため、診療報酬の算定を地方の実

情に応じて行う等の工夫により、地域の医療を確保すべ

きではないか。

原 口 一 博君（民主）

・ＧＤＰが年率換算で12.7％減と言われる現在、党派を超

えて、平成21年度予算の増額修正を行うべきと考えるが、

大臣はどのように考えるか。

・「かんぽの宿」等の売却問題に関して、国会に参考人と

して日本郵政を呼ぶのは業務妨害ではないかとの竹中元

郵政民営化担当大臣の主張に対して、大臣はどのように

考えるか。

・日本郵政の提出した不動産売却に関する資料について、

内容の訂正が度重なる理由を日本郵政社長に伺いたい。

・平成17年３月に公社が売却した沖縄県内の不動産につい

て、鑑定評価額と当該不動産に設定された根抵当権の極

度額との間に余りにも差があり過ぎるが、この不動産の

鑑定は誰が行ったのか伺いたい。

・平成21年１月末において信託銀行等を通じてゆうちょ銀

行はオリックスの株式をいくら保有しているか。

福 田 昭 夫君（民主）

・「かんぽの宿」の売却と一緒に約120万人の顧客名簿もオ

リックス不動産に引き渡すつもりだったのか大臣に伺い

たい。

・「かんぽの宿」は２年間の転売禁止となっているが、社

会保険庁のグリーンピア同様、10年間の転売禁止とする

べきではなかったのか大臣に伺いたい。

・郵政４分社化のメリット、デメリットを大臣に伺いたい。

・日本郵政の株式売却を凍結し、郵政民営化について抜本

的な見直しを行うことが必要と考えるが、大臣はどのよ

うに考えるか。

塩 川 鉄 也君（共産）

・公社の鑑定評価額を上回る額で売却された施設であって

も、一括売却後に高額で転売される事例が見られること

を踏まえると、鑑定評価額は低廉に過ぎるのではないか。

・リクルートコスモス関連企業が平成16年度ないし18年度

の一括売却において落札していることを踏まえて、「出

来レース」と捉えることの当否について、大臣はどのよ

うに考えるか。

・金融分野でのユニバーサルサービスの義務付けを含めた

郵政事業改革の見直しの必要について、どのように考え

るか。



本委員会ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。

質疑の正確かつ詳細な内容については会議録を御参照ください。
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重 野 安 正君（社民）

・「かんぽの宿」等の5,000件もの資産を平成24年９月末ま

での３年間に、財産評価委員会で評価した上で売却する

というスキーム自体にそもそも無理があると考えるが、

大臣はどのように考えるか。

・「かんぽの宿」等の売却については、国民の資産である

という原点に立ち返って見直すべきと考えるが、大臣は

どのように考えるか。

・郵便事業と郵便局事業は業種が異なるので分けなければ

ならないとする竹中元郵政民営化担当大臣の見解がある

が、郵政３事業の一体的経営や郵政４分社化の見直しの

必要について大臣はどのように考えるか。

・「かんぽの宿」等の売却を巡って日本郵政から総務省に

提出された資料について、速やかに公表していただけな

いか。

２ 地方自治及び地方税財政に関する件

・平成21年度地方財政計画について、鳩山総務大臣から概要説明を聴取しました。

３ 地方税法等の一部を改正する法律案（内閣提出第10号）

地方交付税法等の一部を改正する法律案（内閣提出第11号）

・鳩山総務大臣から提案理由の説明を聴取しました。


